

高原課長国費ベースで２０億円余不足の見通しを明らかにする

～第15回障害者(児)の地域生活支援の在り方に関する検討会開催される～

　このFAXレターNO.６４で、昨年12月12日(金)の第13回検討会において、塩田障害保健福祉部長の発言として、「ホームヘルプ予算について今年度2割を超える予算の不足が予想されていたが、関係者の努力によって、所要額を全額確保できる見通しがたった」との報告をしたが、情勢は再度一変した。

　

　2月26日の第15回検討会で高原障害福祉課長は、「11月、１2月の支援費が予想以上に伸びを示しており、国が用意すべき額が３８０億円にのぼると推計されるに対し、国が実際に補助できる額は３５０億円程度である」とし、第13回の検討会における部長発言を軌道修正を図った。

　これに対して太田は「JDとしては、制度見直しの論議をすることは積極的に対応するという立場であるが、昨年の1月の行動で交わされた団体と厚労省との約束事はきちんと守ってほしいし、13回の検討会では確保できる見通しがたったと表明もしているのだから、その点も踏まえて答えてほしい」と発言した。

 中西委員からも「見積もりが甘い、自治体に対する信用が失われる」との発言や、大濱委員からは「検討会の課題である国庫補助基準見直しを早く行うべきだったし、これでは障害者団体はますます不信に陥る。介護保険の論議に影響を与えかねない」と強く追及した。

　高原課長はこれらに対し、「団体との昨年の約束であった国庫補助基準と従前額の保障を念頭に置き、予算執行、自治体への配分を検討していきたい。年度末に向け精査をしていくが、国庫補助基準に基づく必要な金額の１００％近くは確保できるのではないか」との観測を示した。

　さらに東京都の有留委員からも「東京都は12億不足している。昨年の段階では“所要額”は実績に基づいた額と理解していた。都は都立施設を民間移譲する方針である。国も努力してほしい」と述べた。

　その後各委員から意見表明がなされ「持続可能な制度の在り方について具体的な議論をすべき」「支援費制度は財政難の状況からスタートした。障害保健福祉部はよく頑張ったと思う」「利用者に不安を抱かせないでほしい」「厚労省だけでなく、政府全体の考え方を聞く機会が持てないか」等々、様々な立場から意見が出された。

　塩田障害保健福祉部長はこれらに対して総括的な回答をし「支援費の究極の目的は障害者一人ひとりが地域生活をできるようにすることだと思う。財源不足に対しては省内で努力をし尽くした結果100億円を集めることができた。これはぎりぎりの額で今の制度ではこれ以上無理である。どう公平に分配するかが課題である。支援費制度はこのままでは行き詰る。介護保険にはユニバーサルなシステムとか、優れた点もある。支援費制度の理念を活かしつつ、介護保険の枠に入り新しいサービスを展開する考え方もある。就労や住まいなど、そのあり方について障害者部会で論議してもらう予定である」とした。

　

　ここで太田は所要額の不足について再度障害保健福祉部の姿勢をただすため、発言を求めようとしたが、座長は発言を認めず、「平成16年度の事業運営について」という議題に移ったため、抗議の意思を表明するために退席した。

　来年度の事業運営上の工夫については、事務局から「事務の円滑化・適正化」や、「30分未満単価の設定」「移動介護単価差の区分の要件の明確化」「身体介護の単価について現行の介護報酬と合わせる」「早朝、夜間などの加算について合理化を図る」等々が提案された。

　

　これに対して「もう少し踏み込んだ単価見直しが必要」や「厚労省のこの問題の基本的視点が不明確であり、工夫とのずれがある」などという意見が出された。

それにしてもこの検討会は今後の障害者の地域生活のあり方を論議する重要な役割を担っており、議事進行のためとはいえ、理由を明らかにしないまま発言を求めている委員を無視した議事運営は非民主的であり、今後の施策や、障害者団体と厚労省との関係にも影響を与えかねない。問題をきちんと論議できる場としていかなければならない。検討会終了後、当事者委員の間で「議事運営についての申し入れ」を行っていくことが確認された。

　

次回の検討会の日程はまだ決まっていない。










